
環境局環境対策部不利益処分検討委員会設置要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、環境局環境対策部が所管又は運用する環境関連の法律及び条例に基づ

く不利益処分を行うに際し、行政手続法（平成５年法律第８８号）及び川崎市行政手続

条例（平成７年条例第３７号）の規定（行政運営における公正の確保と透明性）によ

り、不利益処分の基準及び手続を公正かつ適正に行うために、環境局環境対策部不利益

処分検討委員会（以下「委員会」という。）の設置に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

（所管事務） 

第２条 委員会は、次に掲げるところについて調査審議するものとする。 

（１）別表に掲げる法令に係る不利益処分 

（２）その他委員長が必要と認める事項 

２ 委員会は、次の各号に掲げる場合は、その開催を省略することができる。 

（１）行政手続法第１３条第２項が適用される場合 

（２）川崎市行政手続条例第１３条第２項が適用される場合 

（３）土壌汚染対策法（平成１４年５月２９日法律第５３号）第３条第３項に基づく通知

をする場合

（４）土壌汚染対策法第３条第８項に基づく調査命令を発出する場合

（５）川崎市環境局不利益処分検討委員会において調査審議する場合 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者を委員として組織する。 

（１）環境局環境対策部長 

（２）環境局環境対策部地域環境共創課長 

（３）環境局環境対策部地域環境共創課担当課長（化学物質・連携推進） 

（４）環境局環境対策部環境評価課長 

（５）環境局環境対策部環境対策推進課長 

（６）環境局環境対策部環境保全課長 

２ 委員会に委員長を置き、環境対策部長をもって充てる。 

３ 委員長は、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。 

（会議） 



第４条 委員会の会議は、必要に応じて委員長が召集する。 

２ 会議は、委員の過半数の出席がなければ開くことはできない。 

３ 会議は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（関係者の出席） 

第５条 委員会は、必要があると認めるときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見を

聴くことができる。 

（庶務） 

第６条 委員会の庶務は、環境局環境対策部地域環境共創課において処理する。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年２月１５日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成１９年１０月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 



附 則 

 この要綱は、令和元年５月３１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 



別表（第２条関係） 

工業用水法（昭和３１年法律第１４６号） 

大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号） 

騒音規制法（昭和４３年法律第９８号） 

水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号） 

悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号） 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和４６年法律第１０７号） 

振動規制法（昭和５１年法律第６４号） 

環境影響評価法（平成９年法律第８１号） 

ダイオキシン類対策特別措置法（平成１１年法律第１０５号） 

土壌汚染対策法（平成１４年法律第５３号） 

神奈川県生活環境の保全に関する条例（平成９年神奈川県条例第３５号） 

川崎市環境影響評価に関する条例（平成１１年川崎市条例第４８号） 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例（平成１１年川崎市条例第５０号） 


